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要 旨

本研究は，時間制限駐車区間での路上駐停車行動を，判別分析その他の統計的手法から

明らかにすることを目的とした．従来から我が国の路上駐車対策の基本は，路上から路外

への転換である．しかし現在の道路交通法が制定されて以来半世紀，法律を厳格に実行す

ることを目標としながら，この問題は常に問題で有り続けた．大都市での路上駐車対策

が，都市機能維持のための路上から路外への転換策の検討であるのに対し，地方都市のそ

れは道路空間でのトラフィック機能とアクセス機能の共存策にある．本研究は後者の視点

での研究であり，実態調査の分析から路上駐車の管理に必要ないくつかの知見を得ること

が出来たものと考える．

１．研究の動機と目的

本研究は，時間制限駐車区間での路上駐停車行動を，判別分析その他の統計的手法から明ら

かにすることを目的とする．

ここで時間制限駐車区間１）とは，路側における短時間駐車需要に応じるため２）３），昭和４６年に

道路交通法（以下法）第４９条に設けられた駐車規制である．この目的は，路側での駐車の回転

率を増すことにより路側空間の利用効率を高めることにあった２）．当時の自動車保有台数は現

在の１／４程度であり，この規制の導入により街路のトラフィック機能とアクセス機能の共存

を目指したものである．

これに対し，道路管理者や都市計画を担う自治体では，路上駐車を路外に誘導すべく，附置
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YES

( )
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義務駐車施設や届出駐車場及び都市計画駐車場等の施策を一方では進めてきた４）～７）．行政主体

間でのこれらの施策の整合性は必ずしも十分なものではなかったが，この時間制限駐車区間の

設定は，路上駐車の秩序化つまり路側の占有に対し代価を直接負担するという点では有効であ

ろう．この規制では公安委員会がパーキング・メーターやパーキング・チケットを設置管理す

るが，実際には手数料を支払わない標示線（枠）の占有や時間超過，標示線の設定されていな

い場所での違法駐車もあり，駐停車行動には不明な部分も多い．

２．研究の内容

研究の概要を図－１に示す．研究の動機は，都心商業地域での交通秩序の回復である．その

一つとして，時間制限駐車区間での街路の滞留機能８）のあり方を考えた．研究の主な内容は，

実態調査に基づくデータの統計的分析であり，時間制限駐車区間での主な駐停車行動に数量化

Ⅱ類モデルを適用し，その判別を行った．外的基準は，「一般駐停車」，「支払枠内駐車」，「不

払枠内駐車」の３分類であり，説明変数は「駐車時間長」，「目的」，「車種」等の交通特性であ

る．内容は３章にて説明する．外的基準の判別に用いる説明変数の統計的有意性は，両者のカ

テゴリー分類クロス集計にχ２分布検定を適用し確かめたが，判別モデルでの説明変数の説明力

を確認するため，統計的に有意でない説明変数も加えた．モデルの説明力は相関比で示した．

さらに推定された判別関数から外的基準の推定値を求め，観測結果と比較することにより判別

関数の確からしさを検証した．

図－１ 研究の手順
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一般に，パーキング・メーター等の利用における手数料支払いの有無や標示線（枠）の占有

・非占有は，ドライバー個人の資質に大きく関わるものであるが，分析結果からは，ここで取

り上げた説明変数はほぼ妥当なものであり，ある程度のモデルの説明力も確かめられた．

参考とした既存研究９）１０）を参考文献に示す．路上駐車に関する研究例は少なくはないが，こ

こでは時間制限駐車区間での路上駐停車行動を対象とした研究に限定した．路上駐車全般に関

する既存研究のまとめは参考文献１１）に示した．

３．調査概要と駐停車行動の分類

（１）調査の概要

調査概要を表－１に示す．調査は札幌市都心地区の時間制限駐車区間３箇所，延長約３００m

の道路区間の片側で行った．３箇所に設置されている標示線（枠）数は，６，７，８箇所計２１

であり，３つの箇所は隣接するブロックに位置する．当市の時間制限駐車区間での駐車管理は

パーキング・チケットによる．市全体での設置数は３２箇所，標示線（枠）の数は２３２１２）であ

り，東京以北の自治体では最も多い．手数料は３００円／６０分，利用時間帯は８：３０～１９：００であ

り，東京都での運用とほぼ同じである．調査日時は平成１９年及び平成２０年の７月～９月の平

日，８：００～１９：００である．これより１，３９４台の路上駐停車行動を観測し，個々の駐停車の標

示線（枠）の占有／非占有や手数料の支払いの有無，駐車開始及び終了時刻，目的，車種等２６

項目の交通特性を記録した．観測台数は，平成１９年が７０３台，平成２０年が６９１台でありほぼ同数

であった．また箇所別の駐停車台数も大きな変動はなかった．

（２）外的基準の分類

表－２にタクシー及び緊急自動車等を除く１，３１０台の駐停車行動の分類を示す．ここで④及

び⑤の「枠内外」は，標示線（枠）を不規則に占有した駐停車であり，枠内と一般路側にまた

項 目 内 容

日 時 平１９年，平２０年
７月～９月平日，８：００～１９：００

場 所 札幌市都心部（駐車場整備地区）
時間制限駐車区間延長約３００m

調査項目 駐車開始及び終了時刻，目的
手数料支払いの別，車種等

観測台数
（H１９／H２０）

計１，３９４台（７０３台／６９１台）
箇所A：２１７台／２２８台
箇所B：２２２台／２０４台
箇所C：２５２台／２７１台

枠設置数 箇所A：７，箇所B：６，箇所C：８

表－１ 調査概要と基礎統計値

１１時間制限駐車区間での路上駐停車行動の判別に関する調査研究
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がる駐車である．また「台時間（分）」の統計値は，①～⑥の分類毎の駐停車時間の合計であ

る．例えば①一般駐停車７９３台の駐車時間の合計は８，７３２分であり，８，７３２÷７９３＝１１．０分（平均

駐車時間m）となる．

分類の基準は，標示線（枠）の占有と手数料支払いの有無であり，放置非放置の別は問わな

い．分類⑥と⑦は駐車禁止除外指定及び駐車許可証を有する駐車で，以降の分析から除外す

る．表－２の①～⑤の分類と外的基準３分類との関係を図－２に示す．図中，括弧内構成比

は，直上段の数値を母数とした割合である．

①外的基準カテゴリー１

表－２の①「一般駐停車」を，外的基準のカテゴリー１とした．図－２の「標示線（枠）非

占有駐停車」である．これは標示線（枠）外での駐停車であり，違法な駐停車，合法的停車を

含む．この駐停車７９３台は観測数１，３０２台の６０．９％であるが，台時間集計値の全体に占める割合

は３１．４％（＝８，７３２／２７，８４８）であり，回転率の高い効率的な路側利用を行っていることが分

かる．平均駐車時間（m）は１１．０分，標準偏差（σ）は１９．５分であり，この内５４．１％は５分以

下の停車である．

②外的基準カテゴリー２

標示線（枠）内で手数料を支払った駐車であり，時間超過（６０分）を含む．これをカテゴリ

ー２「支払枠内駐車」とした．表－２の②及び④であり，図－２では「手数料支払」と記し

た．標示線（枠）を占有する駐車のうち，台単位で５５．２％が手数料を支払った駐車である．平

均駐車時間（m）は５４．３分，標準偏差（σ）は５４．０分であった．台時間単位での全体に占める

割合は５４．３（＝５４．０＋０．３）％であり，約５割が代価の支払いを伴うパーキング・チケットの

利用となっている．

③外的基準カテゴリー３

標示線（枠）内の駐停車で手数料を支払わなかったものをカテゴリー３「不払枠内駐車」と

分 類 内 容 台数（台） 台時間（分） m（分）／σ（分）

①一般駐停車 標示線（枠）外駐停車 ７９３（６０．９％）８，７３２（３１．４％） １１．０／１９．５

②支払枠内駐車 標示線（枠）内＋手数料支払 ２７７（２１．３％）１５，０３９（５４．０％） ５４．３／５４．０

③不払枠内駐車 標示線（枠）内＋手数料不払 １９９（１５．３％）３，７５８（１３．５％） １８．９／３５．６

④支払枠内外駐車 標示線（枠）内外＋手数料支払 ４（０．３％） ８８（０．３％） ２２．０／１９．２

⑤不払枠内外駐車 標示線（枠）内外＋手数料不払 ２９（２．２％） ２３１（０．８％） ８．０／７．１

小 計 － １，３０２（１００％）２７，８４８（１００％） ２１．４／４２．２

⑥除外指定枠内 標示線（枠）外の除外指定 ４ １４５ ３６．３／２０．９

⑦除外指定枠外 標示線（枠）内の除外指定 ４ ７５６ １８９．０／１４４．５

合 計 － １，３１０ ２８，７４９ ２２．０／３８．６

表－２ 駐停車行動の分類

外的基準

�
�
�
�
�
�
�
�

３分類
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1,302
( )

( )
793 (60.9%)

(5 )
429 (54.1%)

(5 )
364 (45.9%)

( )
509 (39.1%)

281 (55.2%) 228 (44.8%)

60
198 (70.5%)

60
83 (29.5%)

91 (39.9%) 137 (60.1%)

1

2 3

した．表－２の③及び⑤であり，図－２の「手数料不払」である．この平均駐車時間（m）は

１８．９分，標準偏差（σ）は３５．６分である．カテゴリー２の平均駐車時間との差は３５．１分であ

り，駐車時間の差は明確である．台単位集計で，この駐車の３９．９％（９１台）は５分以下の停車

であり，駐車時間のみに関してこれらは合法である．

（３）路上駐車の秩序について

a）標示線（枠）利用に関して

表－３に標示線（枠）内での駐停車に関する利用形態の分類を示す．分類の基準は駐停車時

間と手数料支払いの有無である．○は該当を表す．手数料支払いと駐車時間制限の両方を遵守

する形態１は１９８台であり，標示線（枠）占有駐停車５０９台の３８．９％である．ここで，手数料を

支払う必要のない５分以下の停車は９１台であり，上記と合わせ２８９台となる．従って，駐車時

間を無視すれば，標示線（枠）を占有した５０９台中２８９台が合法的駐停車となり，この割合は

５６．８％であった．

形態 支払 時間 利用形態

１ ○ ○（６０分） 合法占有

２ ○ ×（６０分） 時間超過占有

３ 不要 ○（５分） 停車

４ × ×（５分） 違法占有

図－２ 外的基準の分類

表－３ 標示線（枠）利用の駐停車行為

１３時間制限駐車区間での路上駐停車行動の判別に関する調査研究
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一方５分以下の停車を除き，母数を４１８台（＝５０９－９１））考えた時，形態１の合法的占有割

合は４７．４％（＝１９８／（５０９－９１））であり，約半数は合法利用となる．また手数料は支払った

が時間を超過した形態２の割合は１９．９％＝（８３／（５０９－９１））であり，およそ５台に１台は時

間超過の占有となる．別途集計による形態２の平均駐車時間は１０９．１分であり，２時間近い値

となった．また３時間を超える駐車が約１割，８時間を超えた駐車が１台あった．手数料を支

払わない標示線（枠）の占有は１３７台，３２．８％（＝１３７／（５０９－９１））であり全体の約３割とな

った．

b）一般路側の停車行為について

表－４は，一般路側での停車の割合である．構成比上段は台単位，下段は台分単位の集計値

である．駐車時間が５分以下の割合は５４．１％であり，約半数は合法的路側占有であった．これ

より路上駐車を５分なる停車基準で厳格に規制した場合でも，約半数は残ることが分かる．一

方，台分単位での停車の構成比は９．７％であり，終日で約９割の路側空間が違法駐車で占有さ

れていることになる．一般に実感する路上駐車の量（台数）は，ある一時点（時刻）に観察さ

れる駐停車台数，即ち台分単位の統計値であり，これより長時間駐車による路側の占有の様子

がよく説明される．

（４）標示線（枠）の利用密度

数量化Ⅱ類による判別分析では，上記に示した３つのカテゴリー分類を，いくつかの交通特

性から説明するが，標示線（枠）の利用密度が高い時，カテゴリー２及び３の選択が制約さ

れ，カテゴリー１の一般駐停車にならざるを得ないことが想定される．これに関し，図－３に

標示線（枠）の利用数を年度別に示す．横軸は時刻である．調査箇所での標示線（枠）の数は

２１であるが，全ての標示線（枠）が占有されたのは平成２０年の１時点のみであり，標示線

（枠）には余裕がある．従って，カテゴリー２の選択は可能と考える．箇所別の分析でも同様

の結果であり，標示線（枠）の利用密度が高いことによるカテゴリー選択の制約は無いと考え

た．

４．分析結果

（１）外的基準と説明変数の関係

χ２分布検定により，外的基準と説明変数のカテゴリー分類の関連を確かめた．

a）駐車時間との関係

形態 支払 時間 構成比（台／台分）

１ 不要 ○（５分） ４２９／７９３＝５４．１％

９４０／８，７３２＝９．７％

表－４ 一般路側の停車行為

堂 柿 栄 輔・吉 田 文 夫・佐 藤 哲 身１４
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駐車時間は外的基準のカテゴリー分類に最も影響のある要因である．この関係を表－５及び

図－４に示す．表－５は駐車時間の４区分（０～１５分，１５～３０分，３０分～６０分，６０分～）と外

的基準３カテゴリーとのクロス集計である．図－４にこれを図示した．表中カテゴリー１の

６３８なる値は，外的基準のカテゴリー１に属する７９３台中，駐車時間１５分以下の台数である．ま

た８０．５％はこの割合である．ここで帰無仮説「H０：駐車時間の分布は外的基準の分類によらず

一様である」とした時，仮説は１％で棄却された．従って，路上駐車は駐車時間により外的基

準のカテゴリーを使い分けていることになる．

b）その他の説明変数との関係

駐車時間 ～１５ ～３０ ～６０ ６０～ 計

外
的
カテゴリー１ ６３８

８０．５％
８４
１０．６％

５１
６．４％

２０
２．５％

７９３
１００％

基
準
カテゴリー２ ４４

１５．７％
５７
２０．３％

９７
３４．５％

８３
２９．５％

２８１
１００％

分
類
カテゴリー３ １６７

７３．２％
３２
１４．０％

１３
５．７％

１６
７．０％

２２８
１００％

図－３ 時刻別枠内占有台数

表－５ 外的基準と駐車時間の関係

図－４ 外的基準と駐車時間長の関係

１５時間制限駐車区間での路上駐停車行動の判別に関する調査研究
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駐車時間を含め，判別分析に用いた８つの説明変数と外的基準の関係を表－６に示す．a）

同様の仮説検定で有意となった変数は，「放置／非放置」，「用務先」，「目的」，「事業用／自家

用」の４つであった．この内容を以下に示す．

・NO２の「放置／非放置」は，法第５４条４項に記される放置車両の定義による分類である．

・NO３の「用務先」の分類は，駐車した場所とドライバーまたは同乗者等の目的地との関係

であり，①→②→③→④の順に遠くなる．

・NO４の「目的」は駐車の目的４分類である．調査では８分類を記録したが，この４目的が

全体の８５．１％を占める．

・NO８の「事業用／自家用」の別は，道路運送法による分類である．事業用はトラック及び

商用車の一部である．なお観測対象からタクシーは除いている．

またNO５「車種」分類での有意水準は２％であったが，統計的には有意と考えて良いであ

ろう．NO６の「荷量」は，駐停車に伴う荷扱い量の区分であり，少量（無含む），中量，多量

の３分類とした．この要因は有意ではなく，駐停車行動に伴う荷扱い量とパーキング・チケッ

ト利用との関連は小さいことが分かる．NO７「調査場所」は調査箇所の分類であり，有意と

はならなかった．

従って３つの調査箇所での外的基準カテゴリー選択行動はほぼ同様と考えてよい．

判別分析では，有意が確かめられた以上６つの変数に加え，有意とならなかったNO６「荷

量」とNO７「調査箇所」の変数を加え，数量化Ⅱ類モデルを算出した．

（２）判別の結果

表－７に判別結果を示す．説明変数データに欠落値のあるものを除き１，０４３台を分析の対象

とした．ここで判別分析の説明力を表す相関比 ��は０．４６１であり，判別モデルは意味のある

ものと考える．表中カテゴリースコアーは外的基準の３カテゴリー別サンプルスコアーの平均

である．

外的基準カテゴリー「１一般駐停車」と「３不払枠内駐車」のカテゴリースコアーの差は

NO 説明変数 カテゴリー分類 χ２値（１％） 有意水準

１ 駐車時間 ①～１５，②～３０，③～６０，④６０～ ７５．９＞１６．８ １％有意

２ 放置／非放置 ①放置，②非放置 ７８．７＞９．２０ １％有意

３ 用務先 ①側面，②向，③側面，④他街区 ２０．９＞１６．８ １％有意

４ 目的 ①業務，②配達，③工事作業，④私用 １８．６＞１６．８ １％有意

５ 車種 ①乗用車系，②商用車，③トラック １２．０＜１３．３ ２％

６ 荷量 ①小量（無含む），②中程度，③多量 ４．１＜１３．３ ５０％

７ 調査箇所 ①A地区，②B地区，③C地区 ２．４＜１３．３ ８０％

８ 事業用／自家用 ①事業用，②自家用 １３．７＞９．２０ １％有意

表－６ 外的基準と説明変数の関係

堂 柿 栄 輔・吉 田 文 夫・佐 藤 哲 身１６
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０．３９６，同じく「３不払枠内駐車」と「２支払枠内駐車」との差は１．２０１であり，後者の差は前

者の３倍である．このことは，前者の駐停車の選択行動が後者に比べてより近いことを意味す

る．カテゴリースコアーの分散（σ）は，外的基準カテゴリー「１一般駐停車」は０．６９８，「３

不払枠内駐車」は０．８８５，「２支払枠内駐車」は０．７２３であり，「３不払枠内駐車」の値が大き

い．従って，「１一般駐停車」と「３不払枠内駐車」の判別は曖昧となる割合が大きい．

（３）説明変数の説明力

表－８にレンジの大きな順に説明変数の統計値を示す．各説明変数の意味は以下のとおりで

ある．

a）「駐車時間」の説明力が最も大きく，レンジは１．７８８である．表－７では，「１一般駐停車」

と「２支払枠内駐車」のカテゴリースコアーの差が１．５９７であり，他の条件が同じであれば，

この説明変数だけで外的基準が判別できることになる．カテゴリー毎のカテゴリースコアーの

値の変化は，短時間では一般駐停車に，長時間では支払枠内駐車となり外的基準の行動と一致

する．

b）「放置／非放置」では，非放置即ちドライバーや同乗者が居る場合は一般駐停車となり，放

置の時は支払枠内駐車となる傾向が強い．交通管理者による駐車取り締まりへの対応を想定す

る時，一般的理解とよく合っている．レンジは０．７７６であり，「駐車時間」の４割程度の説明力

である．

c）「用務先」では，降車したドライバー等の行き先が遠方になるに従い「２支払枠内駐車」と

なる傾向がある．レンジは０．６９０であり，「駐車時間」の４割弱の説明力である．カテゴリー毎

の数値では，駐車した直近「路側面」より当街区「側面」の値が，より「１一般駐停車」とな

る傾向が強い．本来であれば，駐車場所と目的との関係は直近「路側面」であることが望まし

いが，駐車密度が高く路側に空きが無い時は，「路側面」と「側面」は同等に利用されている

ものと考えられる．

d）「目的」のレンジは０．５２９である．カテゴリースコアーの値から，配達及び工事目的は「１一

般駐停車」に，私用及び業務は「２支払枠内駐車」となる傾向がわかる．一般に「工事」に伴

う駐車ではドライバーは常に自動車の直近にいることが多く駐車取り締まりに対応しやすいこ

と，また「配達」行動はほぼ毎日同じ場所での荷扱いの繰り返しであり，駐車取り締まりの状

況に詳しいこと，さらにこれらの業務交通は手数料支払いの料金抵抗が大きいことがその理由

アイテム カテゴリー サンプル数 カテゴリースコアー σ 判別基準値

外的基準 １一般駐停車 ６２２ －０．４７１ ０．６９８�
�
�

－０．２９６

３不払枠内駐車 １５１ －０．０７５ ０．８８５ �
�
�２支払枠内駐車 ２７０ １．１２６ ０．７２３ ０．５８６

表－７ 外的基準の統計値 �
�
������

１７時間制限駐車区間での路上駐停車行動の判別に関する調査研究
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であろう．一方「私用」は駐車の頻度も少なく料金抵抗が他の目的ほど大きくないこと，また

取り締まりの実情等が不案内なことも合法的駐車行動を選択する理由と思われる．業務でのパ

ーキング・チケット利用は，手数料負担が個人でないことも理由であろう．

「車種」は「目的」と関連があり，荷捌きを中心とするトラックは「１一般駐停車」，「乗用

・RV」は「２支払枠内駐車」となる傾向がある．

e）「荷量」はχ２分布検定でも有意ではなくレンジの値も小さい．路上駐停車に占める「小量

（無含）」の駐車は全体の３／４程度であり，これらは「１一般駐停車」となる傾向がある．一

NO アイテム カテゴリー サンプル数 カテゴリースコアー レンジ 偏相関係数

１ 駐車時間 ０～１５分 ６４１（６１．５％） －０．５３２０ １．７８８ ０．５１９

１５～３０分 １４３（１３．７％） ０．３６１０

３０～６０分 １４８（１４．２％） １．０１４０

６０分以上 １１１（１０．６％） １．２５６０

２ 放置／ 非放置 ２９６（２８．４％） －０．５５６０ ０．７７６ ０．２８８

非放置 放 置 ７４７（７１．６％） ０．２２００

３ 用務先 路側面 ６５７（６３．０％） －０．０５１０ ０．６９０ ０．１５０

路側向 １７１（１６．４％） ０．１６００

側 面 １３６（１３．０％） －０．２２５０

他街区 ７９（７．６％） ０．４６５０

４ 目的 業務 ４１９（４０．１％） ０．１５５０ ０．５２９ ０．１４７

配達 ３２８（３１．４％） －０．３４６０

工事 ２７（２．６％） －０．０１９０

私用 ２６９（５．８％） ０．１８３０

５ 車種 乗用・RV ６５０（６２．３％） ０．０７２０ ０．４１１ ０．０９８

商用車 ２２８（２１．９％） ０．０３９０

トラック １６５（１５．８％） －０．３３８０

６ 荷量 小量（無含） ７８６（７５．４％） ０．０１６０ ０．０８０ ０．０２１

中量 １２３（１１．８％） －０．０３６０

多量 １３４（１２．８％） －０．０６３０

７ 調査箇所 箇所A ３３４（３２．０％） ０．０３１０ ０．０６８ ０．０２４

箇所B ３０７（２９．４％） －０．０３７０

箇所C ４０２（３８．５％） ０．００２０

８ 事業用／ 事業用 １６２（１５．５％） ０．００１０ ０．００１ ０．０００３

自家用 自家用 ８８１（８４．４％） －０．０００２

表－８ カテゴリースコアー及びレンジの値

堂 柿 栄 輔・吉 田 文 夫・佐 藤 哲 身１８
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方，我が国では「業務」と「配達」を兼ねる業務形態があることや，「配達」での荷扱い量も

様々であるため一律の傾向にならない．

f）「調査箇所」のレンジは０．０６８であり，χ２分布検定でも有意ではなかった．この要因の説明力

が小さいことは，路上駐車の選択行動が地区によらず一様であることを示す．レンジ０．０６８は

「目的」の１／８程度である．ここで判別モデル利用の目的が，時間制限駐車区間の新たに設

定によるパーキング・チケットの利用数を推定する時にはこの変数は必要ない．

（４）推定値と実測値の比較

表－９にモデルによる推定値と観測値との関係を示す．分類は外的基準のカテゴリー３分類

である．表中，横計は観測値，縦計は推定値であり，観測計の６２２，１５１，２７０は表－７のサン

プル数と等しい．また「一般」と「一般」の３９０なる値は，「１一般駐停車」の観測値６２２のう

ち計算でも同じカテゴリーと推定された数であり，この割合は６２．７％であった．同様に１６９は

観測では「１一般駐停車」であったが，判別モデルでは「３不払枠内駐車」と判別された数で

ある．

モデルによる推定の結果は，「１一般駐停車」４６０台，「３不払枠内駐車」２６９台，「２支払枠

内駐車」３１４台であり，各々観測値の７４．０％，１７８．１％，１１６．３％である．「１一般駐停車」と

「２支払枠内駐車」は観測値と計算値が比較的一致するが，「３不払枠内駐車」ではずれが大き

く８割程度の誤差がある．この理由は二つ考えられる．一つは，このカテゴリー選択がドライ

バー個人の資質に強く依存すること，他の一つは，例えば「駐車時間」について，駐車開始時

点ではドライバー自身が駐車時間を予測できず，結果として当カテゴリーの分類となる場合で

ある．営業活動を伴う配送業務ではこの様な場合が多々あろう．カテゴリー間の推定誤差はあ

分類 一般 不払い 支払い 観測計

一般 ３９０ １６９ ６３ ６２２

６２．７％ ２７．２％ １０．１％ １００％

８４．８％ ６２．８％ ２０．１％ ５９．４％

不払い ６０ ５８ ３３ １５１

３９．７％ ３８．４％ ２１．９％ １００％

１３．０％ ２１．６％ １０．５％ １４．５％

支払い １０ ４２ ２１８ ２７０

３．７％ １５．６％ ８０．７％ １００％

２．２％ １５．６％ ６９．４％ ２５．９％

推定計 ４６０ ２６９ ３１４ １，０４３

４４．１％ ２５．８％ ３０．１％ １００％

１００％ １００％ １００％ １００％

表－９ モデルによる推定値と実測値の比較

１９時間制限駐車区間での路上駐停車行動の判別に関する調査研究
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るが，例えば新たな時間制限駐車区間の設定によるパーキング・チッケトの利用者推定では２

割程度の誤差で推定が可能であることが分かる．

５．まとめと課題

本研究では，札幌市都心地区で行った実態調査に基づき，時間制限駐車区間での駐停車行動

の現状を把握しその判別を行った．研究の成果を以下に示す．

①時間制限駐車区間での標示線（枠）の合法的利用は約５割，手数料は支払うが時間を超過す

るものが約２割，手数料の支払いを伴わない駐車が約３割であった．また一般路側では，５割強

が停車であり，路側の滞留機能は現状でもある程度機能していることが分る．同時に少数の長

時間駐車が路側を占有している状況も示された．

現状での時間制限駐車区間での駐車管理は，交通安全協会による一日二回程度の見回りと違

反者に対する警告書の添付である．手数料支払いや利用時間の遵守を促す方法としては，見回

り頻度の増加が考えられるが労力の確保も難しい．これにはかねてより非接触料金収受システ

ム等１３）での管理策も提案されている．これからの道路事業を考える時，都市内での路上駐車管

理システムは，道路の附属物（道路法第二条第２号）と考え，社会資本整備を検討する必要が

ある．

②判別モデルでは，一般的な交通特性から駐停車行動の判別が可能なこと，また説明変数の説

明力が示された．モデルの説明力は��������であり，駐停車行動の５割弱の変動を説明で

きたが，他の５割は不明である．統計的に有意となった５つの説明変数中，最も説明力の大き

な要因は「駐車時間」であり，第２は「放置／非放置」の別である．平成１８年６月から実施さ

れた新たな駐車対策法制は，結果として非放置での長時間駐車の増加を促した．これは今後の

新たな問題である．

また「調査箇所」の説明力が小さいことは，地区によるパーキング・チケット利用に差がな

いことを意味するが，このことは予測モデルとして都合はよい．

③推定の精度

モデルによる推定の精度は，「支払枠内駐車」が１６．３％，「一般駐停車」が２６．０％，「不払枠

内駐車」が７８．１％の誤差であり，この３分類ではパーキング・チケットの合法的利用数の推定

精度が高かった．時間制限駐車区間の新たな設定によるパーキング・チケットの利用数推定は

２割程度の誤差で推定可能であることが分かる．

我が国の路上駐車対策は，路上から路外への転換を基本とするが，交通管理者の立場では，

都市機能との共存を前提と考える１４）．本研究の調査は限定的であり，この成果を以て我が国諸

都市の路上駐車管理に言及する意図はないが，路上での通行機能とアクセス機能の共存策の検

討は，都市規模や関係業界を含めた地域の実情も考慮する必要がある．

堂 柿 栄 輔・吉 田 文 夫・佐 藤 哲 身２０
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なお本研究は、平成２１年度北海学園大学学術研究助成の支援を受け行ったものである。
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